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（百万円未満切捨て）

１．平成30年３月期の業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 11,912 △14.7 609 △35.2 699 △26.5 461 △28.8 

29年３月期 13,960 11.5 939 △24.2 952 △26.5 647 △31.8 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

30年３月期 85.22 － 2.7 3.3 5.1 

29年３月期 119.63 － 3.9 4.5 6.7 
 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 
 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期 21,341 17,609 82.5 3,251.84 

29年３月期 21,119 17,198 81.4 3,175.99 
 
（参考）自己資本 30年３月期 17,609 百万円   29年３月期 17,198 百万円 

 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 998 428 △118 5,381 

29年３月期 1,162 △928 △117 4,072 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 配当性向 
純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 7.50 － 7.50 15.00 81 12.5 0.5 
30年３月期 － 7.50 － 7.50 15.00 81 17.6 0.5 

31年３月期（予想） － 7.50 － 7.50 15.00   15.4   

 

３．平成31年３月期の業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 6,523 0.9 383 △6.1 406 △6.5 285 1.6 52.67 

通期 12,331 3.5 705 15.7 748 7.0 527 14.2 97.32 
 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 5,749,000 株 29年３月期 5,749,000 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 333,878 株 29年３月期 333,878 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 5,415,122 株 29年３月期 5,415,122 株 

 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ４「１．経営成績の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 

 決算補足説明資料は、平成30年５月10日（水）に当社ウェブサイトに掲載いたします。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当事業年度におけるわが国経済は、景気に関する各種基調判断が上向く中、緩やかな回復基調にあるものの、消

費者物価指数の横ばい推移が見込まれ、アジア新興国等の経済動向や欧米の政策動向による海外経済の不確実性が

依然として残ることから、先行き不透明な状態が続いております。 

当貨物自動車運送業界におきましては、人手不足等に伴う運賃値上げが浸透しつつあり、トラック輸送業界の景

況感、業績は改善の方向にあるものの、国内貨物輸送量が減少傾向にあること、荷主企業の物流コストの削減要請

は変わりなく、極めて厳しい事業環境が続いております。 

このような環境下、当社では運転手の労働環境の改善を最優先課題と位置づけ、給与体系の見直しによる待遇改

善に着手するとともに、新たな査定評価基準を設け、給与・賞与規程の改定を行うなど、将来に向けた企業の基盤

づくりに取り組んでまいりました。 

事業展開といたしましては、既存荷主との深耕拡大、業務提携社との関係強化及び全国的な物流サービスネット

ワーク拡充に向けた、事業フィールドの拡大に積極的に取り組んでまいりました。また、輸送効率改善に向けた新

たな輸送の仕組みづくりを展開するとともに、西日本方面において、３ＰＬ（サード・パーティー・ロジスティク

ス）事業の獲得に努めております。 

以上の結果、当事業年度の経営成績は、売上高11,912,151千円（前年同期比14.7％減）、営業利益は、労働環境

の改善を主軸とした企業基盤づくりを最優先とし、配車効率（生産性）がその影響を受けたこと等により、

609,458千円（前年同期比35.2％減）となり、経常利益は699,399千円（前年同期比26.5％減）、当期純利益

461,483千円（前年同期比28.8％減）となりました。 

 

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

（貨物自動車運送事業） 

一般貨物輸送は、主力の酒類、飲料メーカーの製品輸送が、繁忙期となる夏場からの低温や長雨などの天候不順

が影響し、大幅な消費の停滞で輸送量が想定を大きく下回ったことに加え、引続き主力荷主が在庫保管コストの合

理化を推進していることや、物流センターの業務が終了した結果、減収となりました。 

セメント輸送は、当社事業所における公共事業の需要増が継続しているため、前年並みの結果となりました。 

以上から、当事業の売上高は、関連業務の荷役・保管作業収入を含め、7,699,890千円（前年同期比13.1％減）

となり、セグメント利益は267,160千円（前年同期比60.1％減）となりました。 

（商品販売事業） 

石油製品及びセメント販売につきましては、需要量の低下により大幅な減収となりました。 

リース売上は、新規顧客の獲得により増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、2,614,706千円（前年同期比34.8％減）となり、セグメント利益は7,061千円（前

年同期比49.7％減）となりました。 

（不動産賃貸事業） 

自社施設の提供につきましては、本社ビルの一部に空室が出た影響等により、減収となりました。 

借上施設の提供につきましては、物流センター業務の終了に伴い、倉庫賃貸収入を当事業に加えたことと、新た

に臨時倉庫の賃貸借契約を締結いたしましたので大幅な増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は1,405,823千円（前年同期比42.8％増）となり、セグメント利益は630,461千円（前

年同期比11.0％増）となりました。 

（その他事業） 

自動車整備事業は、修理・車検整備受注が増加したことで増収となりました。 

派遣事業は、当期から売上を通年計上しておりますので増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は、191,730千円（前年同期比83.0％増）となり、セグメント利益は28,377千円（前

年同期比1.8％増）となりました。 

 

当事業年度売上高の構成 

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比

 

貨物自動車運送事業

商品販売事業

不動産賃貸事業

その他事業

千円

7,699,890

2,614,706

1,405,823

191,730

％

64.6

22.0

11.8

1.6

合    計 11,912,151 100.0

 

- 2 -

東部ネットワーク㈱（9036）平成30年３月期 決算短信［日本基準］（非連結）



（２）当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当事業年度末における流動資産は6,845,955千円となり、前事業年度末と比べ977,356千円増加いたしました。こ

れは主に営業未収入金が181,194千円減少した一方で、現金及び預金が1,208,891千円増加したことによるものであ

ります。固定資産は14,495,401千円となり、前事業年度末と比べ755,888千円減少いたしました。これは主に差入保

証金が316,525千円減少したことなどにより、投資その他の資産が292,236千円、有形固定資産が467,295千円それぞ

れ減少したことによるものであります。

この結果、総資産は21,341,356千円となり、前事業年度末と比べ221,468千円増加いたしました。

（負債）

当事業年度末における流動負債は1,370,213千円となり、前事業年度末と比べ149,168千円減少いたしました。こ

れは主に未払法人税等が78,288千円、未払費用が18,879千円増加した一方で、支払手形が119,465千円、営業未払金

が105,481千円減少したことによるものであります。

固定負債は2,362,056千円となり、前事業年度末と比べ40,077千円減少いたしました。これは主に繰延税金負債が

10,925千円、長期預り保証金が12,091千円増加した一方で、預り建設協力金が29,401千円、リース債務が37,774千

円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は3,732,269千円となり、前事業年度末と比べ189,246千円減少いたしました。

（純資産）

当事業年度末における純資産合計は17,609,087千円となり、前事業年度末と比べ410,715千円増加いたしました。

これは、当期純利益461,483千円及び剰余金の配当81,226千円により利益剰余金が380,256千円、その他有価証券評

価差額金が30,458千円それぞれ増加したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は82.5％（前事業年度末は81.4％）となりました。

 

（３）当期のキャッシュフローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ1,308,891千円増加

し、5,381,285千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は、998,265千円（前期は1,162,762千円の収入）となりま

した。主な増加要因は、税引前当期純利益684,559千円、減価償却費524,209千円、主な減少要因は、仕入債務の

減少額216,861千円、法人税等の支払額148,566千円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、投資活動の結果得られた資金は、428,711千円（前期は928,040千円の支出）となりまし

た。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出70,089千円、主な増加要因は差入保証金の回収による収入

318,565千円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動の結果支出した資金は、118,085千円（前期は117,201千円の支出）となりまし

た。主な減少要因は、配当金の支払額81,226千円などであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 79.4 78.9 78.9 81.4 82.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 22.5 26.1 30.1 29.5 28.9 

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（％）

41.5 76.8 78.5 73.5 82.0

インタレスト・カバレッジ・レ
シオ（倍）

114.2 99.1 70.7 59.3 55.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。
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（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

 

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、国内経済は緩やかながらも回復基調が続くことが見込まれますが、一方で、中国

を始めアジア新興国等の経済の先行き、政策に関する不確実性による影響、通商問題の動向など、依然、先行きが

不透明な状況にあります。 

このような環境下、主たる事業である貨物自動車事業の利益確保に向け生産性の向上を図るとともに、３ＰＬ事

業（物流の一括受注）の進出を目指し、改革のスピードを緩めることなく、事業の拡大につなげてまいります。ま

た、戦略的投資を推進し、Ｍ＆Ａも視野に入れた新規取引先の開発により、輸送ネットワークの強化に努めてまい

ります。

商品販売事業につきましては、主軸となっている石油販売に加え、今後の情勢を鑑み新規商材の開発が急務とな

っておりますので、引続き新規開発に取り組んでまいりたいと考えております。 

不動産賃貸事業につきましては、当社の重要な安定的収益源でありますので、保有不動産のきめ細かな管理運営

により資産の有効活用に努めてまいります。 

以上を踏まえ、次期の業績予想につきましては、売上高12,331,738千円（前期比3.5％増）、営業利益705,141千

円（前期比15.7％増）、経常利益748,659千円（前期比7.0％増）、当期純利益527,000千円（前期比14.2％増）を

見込んでおります。

また、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績 

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は連結財務諸表を作成していないのに加え、業務が日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、

国際会計基準に基づく財務諸表を作成するための体制整備の負担等を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成してお

ります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,172,394 5,381,285 

受取手形 119,526 17,100 

電子記録債権 88,950 84,550 

営業未収入金 1,257,427 1,076,233 

リース債権 － 45,867 

リース投資資産 66,125 66,517 

原材料及び貯蔵品 22,570 23,204 

前払費用 98,182 84,890 

繰延税金資産 33,981 37,875 

その他 14,544 32,789 

貸倒引当金 △5,103 △4,359 

流動資産合計 5,868,599 6,845,955 

固定資産    

有形固定資産    

建物 6,828,387 6,849,841 

減価償却累計額 △3,903,993 △4,052,993 

建物（純額） 2,924,393 2,796,847 

構築物 1,139,387 1,139,387 

減価償却累計額 △837,574 △872,324 

構築物（純額） 301,812 267,063 

機械及び装置 337,308 336,941 

減価償却累計額 △267,414 △277,149 

機械及び装置（純額） 69,894 59,791 

車両運搬具 4,722,338 4,365,938 

減価償却累計額 △4,253,891 △4,144,055 

車両運搬具（純額） 468,446 221,882 

工具、器具及び備品 302,378 313,683 

減価償却累計額 △248,388 △272,035 

工具、器具及び備品（純額） 53,989 41,648 

土地 7,764,599 7,764,599 

リース資産 680,170 680,170 

減価償却累計額 △78,999 △115,990 

リース資産（純額） 601,170 564,179 

建設仮勘定 － 1,000 

有形固定資産合計 12,184,308 11,717,013 

無形固定資産    

ソフトウエア 27,742 32,359 

ソフトウエア仮勘定 885 － 

その他 10,451 10,363 

無形固定資産合計 39,079 42,722 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,380,005 1,430,184 

関係会社株式 22,102 22,102 

長期前払費用 4,534 1,259 

保険積立金 122,485 100,073 

差入保証金 1,491,599 1,175,073 

その他 10,071 9,867 

貸倒引当金 △2,896 △2,896 

投資その他の資産合計 3,027,901 2,735,665 

固定資産合計 15,251,289 14,495,401 

資産合計 21,119,888 21,341,356 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 136,360 16,894 

電子記録債務 6,015 14,100 

営業未払金 762,878 657,397 

リース債務 36,858 37,774 

未払金 39,267 17,203 

未払費用 183,380 202,259 

未払法人税等 46,555 124,844 

未払消費税等 108,642 77,308 

前受金 106,957 106,756 

預り金 9,474 32,358 

賞与引当金 81,758 82,296 

割賦利益繰延 1,234 1,019 

流動負債合計 1,519,382 1,370,213 

固定負債    

預り建設協力金 206,393 176,992 

リース債務 614,935 577,161 

繰延税金負債 1,082,128 1,093,053 

再評価に係る繰延税金負債 105,797 105,797 

退職給付引当金 7,771 7,973 

役員退職慰労引当金 29,100 38,300 

長期前受金 37,071 31,522 

長期預り保証金 302,922 315,014 

資産除去債務 16,014 16,241 

固定負債合計 2,402,134 2,362,056 

負債合計 3,921,516 3,732,269 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 553,031 553,031 

資本剰余金    

資本準備金 527,524 527,524 

その他資本剰余金 197 197 

資本剰余金合計 527,722 527,722 

利益剰余金    

利益準備金 89,411 89,411 

その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 2,070,421 2,059,301 

別途積立金 11,752,160 12,002,160 

繰越利益剰余金 2,371,300 2,512,678 

利益剰余金合計 16,283,294 16,663,551 

自己株式 △250,259 △250,259 

株主資本合計 17,113,788 17,494,045 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 516,967 547,425 

土地再評価差額金 △432,384 △432,384 

評価・換算差額等合計 84,583 115,041 

純資産合計 17,198,371 17,609,087 

負債純資産合計 21,119,888 21,341,356 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高    

営業収益    

運送収入 8,861,612 7,699,890 

不動産賃貸収入 984,435 1,405,823 

その他の事業収入 104,751 191,730 

営業収益合計 9,950,799 9,297,444 

商品売上高 4,009,858 2,614,706 

売上高合計 13,960,657 11,912,151 

売上原価    

営業原価    

運送事業費 8,109,043 7,349,637 

不動産賃貸費用 413,179 766,411 

その他の事業費用 71,072 157,008 

営業原価合計 8,593,295 8,273,057 

商品売上原価 3,973,836 2,589,061 

売上原価合計 12,567,132 10,862,119 

売上総利益 1,393,525 1,050,031 

売上利益調整    

割賦販売未実現利益戻入額 321 596 

割賦販売未実現利益繰入額 596 437 

繰延リース利益戻入額 4,821 3,605 

繰延リース利益繰入額 3,605 2,842 

売上利益調整額 941 922 

差引売上総利益 1,394,466 1,050,953 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 69,399 63,000 

給料及び手当 120,358 127,274 

賞与 12,266 12,467 

賞与引当金繰入額 6,836 7,239 

退職給付費用 3,251 2,215 

役員退職慰労引当金繰入額 9,500 9,200 

法定福利費 24,952 26,948 

福利厚生費 5,126 5,069 

減価償却費 17,990 20,122 

租税公課 39,090 35,057 

支払手数料 44,648 39,765 

貸倒引当金繰入額 △230 △744 

保険料 29,963 34,297 

その他 71,341 59,583 

販売費及び一般管理費合計 454,492 441,495 

営業利益 939,974 609,458 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業外収益    

受取利息 304 363 

有価証券利息 803 － 

受取配当金 32,972 36,499 

受取割戻金 9,736 9,141 

受取事務手数料 6,372 6,260 

受取保険金 9,577 49,819 

補助金収入 6,870 － 

その他 6,026 7,174 

営業外収益合計 72,664 109,258 

営業外費用    

支払利息 19,617 18,156 

損害賠償金 40,962 － 

その他 － 1,160 

営業外費用合計 60,580 19,317 

経常利益 952,058 699,399 

特別利益    

固定資産売却益 33,573 36,691 

特別利益合計 33,573 36,691 

特別損失    

固定資産売却損 1,044 10 

減損損失 8,865 － 

固定資産除却損 407 21 

特別功労金 43,300 － 

訴訟関連損失 － 51,500 

特別損失合計 53,617 51,531 

税引前当期純利益 932,014 684,559 

法人税、住民税及び事業税 242,365 234,256 

法人税等調整額 41,832 △11,181 

法人税等合計 284,197 223,075 

当期純利益 647,816 461,483 
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売上原価明細書

１ 営業原価

(1）運送事業費

   
前事業年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 人件費     2,336,147 28.8   2,035,087 27.7

(うち賞与引当金繰入額)     (73,904)     (71,808)  

(うち退職給付費用)     (21,700)     (20,854)  

Ⅱ 経費              

傭車料   3,059,533     3,235,210    

減価償却費   546,741     323,601    

その他   2,166,622 5,772,896 71.2 1,755,737 5,314,549 72.3

営業原価     8,109,043 100.0   7,349,637 100.0

 

(2）不動産賃貸費用

   
前事業年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 経費              

減価償却費   148,318     143,089    

賃貸用施設借上料   134,867     477,275    

その他   129,992 413,179 100.0 146,047 766,411 100.0

営業原価     413,179 100.0   766,411 100.0
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(3）その他の事業費用

   
前事業年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 人件費     44,620 62.8   125,460 79.9

(うち賞与引当金繰入額)     (1,017)     (2,430)  

(うち退職給付費用)     (435)     (1,168)  

Ⅱ 経費              

減価償却費   354     362    

その他   26,096 26,451 37.2 31,186 31,548 20.1

営業原価     71,072 100.0   157,008 100.0

 

２ 商品売上原価

   
前事業年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 期首商品棚卸高   － －

Ⅱ 当期商品仕入高   3,973,836 2,589,061

合計   3,973,836 2,589,061

Ⅲ 期末商品棚卸高   － －

商品売上原価   3,973,836 2,589,061
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 2,082,095 11,502,160 2,043,037 15,716,704 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立
金の取崩           △11,673   11,673 － 

別途積立金の積立             250,000 △250,000 － 

剰余金の配当               △81,226 △81,226 

当期純利益               647,816 647,816 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

                  

当期変動額合計 － － － － － △11,673 250,000 328,262 566,589 

当期末残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 2,070,421 11,752,160 2,371,300 16,283,294 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △250,259 16,547,199 298,995 △432,384 △133,388 16,413,810 

当期変動額             

固定資産圧縮積立
金の取崩   －       － 

別途積立金の積立   －       － 

剰余金の配当   △81,226       △81,226 

当期純利益   647,816       647,816 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

    217,971   217,971 217,971 

当期変動額合計 － 566,589 217,971 － 217,971 784,561 

当期末残高 △250,259 17,113,788 516,967 △432,384 84,583 17,198,371 
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当事業年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 2,070,421 11,752,160 2,371,300 16,283,294 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立
金の取崩           △11,120   11,120 － 

別途積立金の積立             250,000 △250,000 － 

剰余金の配当               △81,226 △81,226 

当期純利益               461,483 461,483 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

                  

当期変動額合計 － － － － － △11,120 250,000 141,377 380,256 

当期末残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 2,059,301 12,002,160 2,512,678 16,663,551 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合

計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △250,259 17,113,788 516,967 △432,384 84,583 17,198,371 

当期変動額             

固定資産圧縮積立
金の取崩   －       － 

別途積立金の積立   －       － 

剰余金の配当   △81,226       △81,226 

当期純利益   461,483       461,483 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

    30,458   30,458 30,458 

当期変動額合計 － 380,256 30,458 － 30,458 410,715 

当期末残高 △250,259 17,494,045 547,425 △432,384 115,041 17,609,087 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 932,014 684,559 

減価償却費 750,438 524,209 

減損損失 8,865 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △230 △744 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,564 538 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25,730 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 975 202 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △101,600 9,200 

受取利息及び受取配当金 △33,277 △36,862 

有価証券利息 △803 － 

支払利息 19,617 18,156 

受取保険金 － △43,321 

損害賠償金 40,962 － 

訴訟関連損失 － 51,500 

固定資産売却損益（△は益） △32,529 △36,680 

固定資産除却損 407 21 

売上債権の増減額（△は増加） 73,838 241,759 

仕入債務の増減額（△は減少） 99,607 △216,861 

未払消費税等の増減額（△は減少） 20,999 △31,333 

その他の資産の増減額（△は増加） △56,884 7,783 

その他の負債の増減額（△は減少） △29,673 7,493 

小計 1,668,562 1,179,619 

利息及び配当金の受取額 34,081 36,869 

利息の支払額 △19,617 △18,156 

損害賠償金の支払額 △40,962 － 

訴訟関連損失の支払額 － △51,500 

法人税等の支払額 △479,301 △148,566 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,162,762 998,265 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △200,000 

定期預金の払戻による収入 － 300,000 

有形固定資産の取得による支出 △931,355 △70,089 

有形固定資産の売却による収入 39,514 26,608 

無形固定資産の取得による支出 △14,076 △11,274 

投資有価証券の取得による支出 △21,745 △1,508 

保険積立金の積立による支出 － △28,039 

保険積立金の払戻による収入 － 93,772 

差入保証金の回収による収入 － 318,565 

貸付けによる支出 △7,030 △5,110 

貸付金の回収による収入 6,652 5,787 

投資活動によるキャッシュ・フロー △928,040 428,711 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

リース債務の返済による支出 △35,975 △36,858 

配当金の支払額 △81,226 △81,226 

財務活動によるキャッシュ・フロー △117,201 △118,085 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 117,519 1,308,891 

現金及び現金同等物の期首残高 3,954,874 4,072,394 

現金及び現金同等物の期末残高 4,072,394 5,381,285 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発等、

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自動

車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを持

ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。また、顧客の需要に応じた貨物保管業務や物流センター運営等の

一括受注サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等のリース販売をし

ております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供しております。

「その他事業」は、自動車整備業、派遣業及び損保代理業等であります。自動車整備業は、自社整備工場を保有し、

民間車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計 
上額 
（注）２  

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 8,861,612 4,009,858 984,435 104,751 13,960,657 － 13,960,657 

計 8,861,612 4,009,858 984,435 104,751 13,960,657 － 13,960,657 

セグメント利益 669,387 14,030 567,914 27,878 1,279,212 △339,238 939,974 

セグメント資産 5,077,877 1,201,354 8,815,104 37,110 15,131,446 5,988,441 21,119,888 

その他の項目              

減価償却費 546,741 37,033 148,318 354 732,448 17,990 750,438 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
631,538 － 845 377 632,760 44,688 677,448 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△339,238千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額5,988,441千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。

（3）減価償却費の調整額17,990千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。
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（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額44,688千円は、本社勤怠管理システム及び社用車等   

であります。 

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。

 

当事業年度（自平成29年４月１日  至平成30年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計 
上額 
（注）２  

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 7,699,890 2,614,706 1,405,823 191,730 11,912,151 － 11,912,151 

計 7,699,890 2,614,706 1,405,823 191,730 11,912,151 － 11,912,151 

セグメント利益 267,160 7,061 630,461 28,377 933,061 △323,602 609,458 

セグメント資産 4,688,702 1,010,445 8,384,251 38,762 14,122,162 7,219,194 21,341,356 

その他の項目              

減価償却費 323,601 37,033 143,089 362 504,086 20,122 524,209 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
36,554 － 18,992 968 56,515 7,491 64,006 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△323,602千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額7,219,194千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。

（3）減価償却費の調整額20,122千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額7,491千円は、経理サーバ及労務管理ソフト等であり

ます。

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。

 

【関連情報】 

前事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

相手先 売上高 関連するセグメント名

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社 4,274,363
貨物自動車運送事業、不動

産賃貸事業

佐藤燃料株式会社 1,924,755 商品販売事業

当事業年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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２．地域ごとの情報 

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円)

相手先 売上高 関連するセグメント名

コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社 3,515,943
貨物自動車運送事業、不動

産賃貸事業、その他事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

            （単位：千円） 

 
貨物自動車運送

事業 
商品販売事業 不動産賃貸事業 その他事業 全社・消去 合計 

減損損失 8,865 － － － － 8,865 

 

当事業年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前事業年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当事業年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 3,175.99円 3,251.84円

１株当たり当期純利益金額 119.63円 85.22円

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当事業年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

当期純利益（千円） 647,816 461,483

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 647,816 461,483

期中平均株式数（株） 5,415,122 5,415,122

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４．その他

営業実績 

① 売上高

事業区分

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

売上高（千円） 前年同期比（％）

貨物自動車運送事業（注）３    

第１営業部門 6,062,444 84.0

第２営業部門 1,637,446 99.8

小計 7,699,890 86.9

商品販売事業 2,614,706 65.2

不動産賃貸事業 1,405,823 142.8

その他事業 191,730 183.0 

合計 11,912,151 85.3

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第１営業部門は、清涼飲料、びん・容器輸送、新輸送システム等、第２営業部門は、石油、化成品等輸送

等を行っております。

３．貨物自動車運送事業のうち、運送委託の実績は次のとおりであります。

区分

前事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

金額（千円） 委託比率(％) 金額（千円） 委託比率(％)

傭車料 3,059,533 34.5 3,235,210 42.0

 （注）１．委託比率は売上高（貨物自動車運送事業）に対する運送委託費の割合であります。

２．主要な運送委託先は、サントリーロジスティクス株式会社、中越テック株式会社、アサヒロジ株式会社等で

あります。

３．傭車料には、消費税等は含まれておりません。

 

② 主要顧客別売上高状況

相手先

前事業年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

売上高（千円）
総売上高に対する
割合(％)

売上高（千円）
総売上高に対する
割合(％)

コカ・コーラボトラーズジャパ

ン株式会社
4,274,363 30.6 3,515,943 29.5

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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